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  証券コード 5277

  平成24年６月６日

株 主 各 位  

  〒113－0034 

  東京都文京区湯島二丁目４番３号

  株式会社スパンクリートコーポレーション
代表取締役社長 齊 藤 建 次

第50回定時株主総会招集ご通知 

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。 

 さて、当社第50回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますの

で、ご出席くださいますようご通知申しあげます。 

 なお、当日ご出席願えない場合には、書面により議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権

行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成24年６月21日（木曜日）

午後５時35分までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。 

敬 具 

記 

１．日 時 平成24年６月22日（金曜日）午前10時 

２．場 所 東京都文京区湯島一丁目７番５号 

    東京ガーデンパレス２階 「天空」 

    （末尾の会場ご案内図をご参照ください。）  

    (注)昨年の会場より変更となっておりますのでご注意くださ

い。 

３．目 的 事 項   

  報 告 事 項 第50期（平成23年４月１日から平成24年３月31日まで）事業報

告及び計算書類の内容報告の件 

決 議 事 項   

第１号議案 剰余金処分の件 

第２号議案 取締役６名選任の件 

以 上 
 
当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出

くださいますようお願い申しあげます。 

なお、株主総会参考書類、事業報告、計算書類に修正が生じた場合は、インタ

ーネット上の当社ウェブサイト（アドレス http://www.spancretecorp.com）に

掲載させていただきます。 

※ 本総会終了後、同会場において、会社説明会（業績見通し等）を開催いたし

ますので、是非ご参加いただけますようお願い申しあげます。
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（添付書類） 

  

事  業  報  告 

(平成23年４月１日から
平成24年３月31日まで) 

  

１．会社の現況 

(1) 当事業年度の事業の状況 

① 事業の経過及び成果 

当事業年度における我が国の経済は、東日本大震災以降落ち込んだ生産

活動は緩やかに回復に向かう中、秋口以降、円高による輸出の減少や欧州

の債務問題などに伴い足踏み状態となりましたが、円高が一服、米国経済

も回復の兆しが見られること等を受け、年度末に向け持ち直してきまし

た。 

しかしながら、欧州の債務問題や原油価格の高騰、さらには原発稼動停

止に伴う電力供給不安や電力価格の上昇、円高の慢性化懸念等が企業収益

に影を落とし、雇用情勢・所得環境については改善に至っておらず、先行

き不透明な状況が続いております。 

このような状況下で当社の業績は、売上高３１億３千６百万円（前期比

0.6％減）、営業利益２億４千８百万円（前期比682.2％増）、経常利益２

億８千６百万円（前期比522.5％増）と増益となりました。 

当期純損益につきましては、有価証券の減損処理による評価損１千４百

万円、繰延税金資産を計上したことによる法人税等調整額１億６百万円等

により、３億７千６百万円の当期純利益（前期４億５千５百万円の当期純

損失）となりました。 
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事業部門別の業績は、次のとおりであります。 

＜スパンクリート事業＞ 

当事業は、長期的な景気低迷によるマンションを始めとする建設需要減

の影響を受けたものの、引続き鉄道関連等の需要が好調であったため、売

上数量が対前期比4.5％減少したにもかかわらず、売上高は２８億８千１

百万円（前期比0.5％減）とほぼ同水準となりました。利益面に関しまし

ては、前事業年度後半に実施した構造改革の効果が顕著に現れ始め、営業

利益１億１千９百万円（前期１億４百万円の営業損失）と黒字を確保する

ことができました。 

＜不動産事業＞ 

当事業は、貸しビル４棟のうち２棟で多少の空室が発生したものの安定

収益を計上しており、売上高２億５千５百万円（前期比2.3％減）、営業

利益１億３千３百万円（前期比6.0％減）となっております。 

    

事 業 別 売 上 高 受 注 高 

ス パ ン ク リ ー ト 事 業 2,881,161千円 3,341,888千円 

不 動 産 事 業 255,306 － 
  
② 設備投資の状況 

 当事業年度中において実施いたしました当社の設備投資の総額は１億５

千６百万円で、その主なものは次のとおりであります。 

 当事業年度中に完成した主要設備 

スパンクリート事業 宇都宮工場 製造設備の移設 

 ③ 資金調達の状況 

 当事業年度の資金調達は、自己資金及び借入金により賄っており、増資

等による資金調達は行っておりません。 

 当事業年度末日における借入金残高は以下のとおりです。   

区 分 第50期 （当事業年度） 

短 期 借 入 金 600,000千円 

合 計 600,000 
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(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況   

区 分 第 47 期 
（平成21年３月期）

第 48 期 
（平成22年３月期）

第 49 期 
（平成23年３月期）

第 50 期 
(当事業年度) 

（平成24年３月期）

売 上 高(百万円) 4,350 3,191 3,156 3,136 

当 期 純 損 益(百万円) △225 △226 △455 376 

１株当たり当期純損益 (円) △27.66 △27.78 △57.07 48.87 

総 資 産(百万円) 9,728 9,234 8,614 9,035 

純 資 産(百万円) 7,365 7,212 6,742 7,211 

１株当たり純資産額 (円) 913.11 889.75 876.29 935.57 
  
（注）１．単位百万円の記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２．１株当たり当期純損益は、自己株式控除後の期中平均発行済株式総数に基づき算出し

ております。また、１株当たり純資産額は、期末発行済株式総数から自己株式を控除

して算出しております。 

 

(3) 対処すべき課題 

当社は、創業以来スパンクリート（穴あきPC板）と呼ぶコンクリート部材

を建設業界に供給しております。需要が減少に向かっている環境下で、生き

残りが試されている建設業界にとっては、建築施工の合理化を推進していく

ことが最重要課題であります。当社の主力製品であるスパンクリートは、耐

久性の面に優れ、断熱性能、遮音性能、耐火性能面でも優れた特性を有して

おり、工場での量産が可能であり、プレハブ化による工期の短縮、工事の省

力化を図ることができ、ひいては建設コストの引き下げに貢献することがで

きます。当社は、このスパンクリートを安定的に供給できる生産、販売体制

を強化し、かつ効率化を推進することにより、建築の合理化を必要とする顧

客のニーズに対応してまいりたいと考えております。 

こうした背景と認識の下で、当社は次の経営方針を立てそれを具現化する

ことにより経営基盤の強化を図っていきたいと考えております。 

①主力製品であるスパンクリート事業の徹底した効率化を引き続き追求

し、他のコンクリート製品、工法とのコスト競争力を強化する。同時に

顧客満足度経営を重視し、顧客ニーズへの即応体制を構築し、徹底した

製品の品質改善に努める。 

②スパンクリートの販路を再構築し、建築並びに土木の需要の増加してい

る分野に営業のエネルギーシフトを行う。 
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③スパンクリートの生産ラインを活かした、より付加価値の高い新製品の

開発に努める。 

④改善活動に取り組み、生産性向上とコスト削減に注力する。 

⑤収益基盤の安定化を図るために、不動産事業の着実な推進を図る。 

以上の経営方針を中長期的な経営課題の実現策として強力に推進してまい

りますが、昨今のスパンクリート事業を取り巻く環境は、景気低迷が長期化

する中、建設需要そのものが大きく減退する一方、原材料価格は高止まった

ままで極めて厳しい局面を迎えております。 

当社が取り組まなければならない課題は、業績にかかわらず次のとおりと

考えております。 

一つ目は、①製造コストのさらなる引き下げであります。最適生産効率を

追求し、かつ品質向上を図ります。又、原材料費の可能な限りの抑制を推進

していく必要があると考えております。 

二つ目は、②本社費のスリム化であります。構えの調整に合わせて本社人

員の圧縮（含む工場への配置転換）や経費削減を実施してまいります。 

三つ目は、③付加価値の高い戦略製品と相対的に利益率の高い商品及びマ

ンション床板の拡販に注力してまいります。 

四つ目は、④工場の構えの調整を円滑に行うことであります。当社は全量

受注生産で、出荷のタイミングにより生産調整を行う必要があり、この構え

を迅速かつきめ細かく調整することが会社のトータルコストを引き下げるう

えで極めて重要なポイントになります。前事業年度に工場を集約し、出荷情

報による工場の構えの調整を弾力的に実施してまいります。 

以上の方策を、全社挙げて取り組んでまいる覚悟でおります。 

不動産事業につきましては、オフィスビル３棟の賃料収入が安定収益源と

なっておりましたが、さらに平成24年３月に茅場町駅前にオフィスビル１棟

を取得いたしました。今後も収益力の安定に努めてまいります。 
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(4) 主要な事業内容（平成24年３月31日現在） 
  

事 業 主 要 な 事 業 内 容 

スパンクリート事業 建設用の床・壁・屋根の材料「スパンクリート」等の製造・販売 

不 動 産 事 業 不動産の賃貸・管理・販売 

  

(5) 主要な営業所及び工場（平成24年３月31日現在）   

本 社 東京都文京区 

営 業 所 宇都宮営業所（栃木県宇都宮市）、仙台営業所（宮城県仙台市） 

工 場 宇都宮工場（栃木県宇都宮市） 
  

（注） 当事業年度において、当社は平成22年11月１日付で岩瀬工場を閉鎖し、スパンクリート

の生産を宇都宮工場に集約いたしましが、東日本大震災の影響により、臨時に岩瀬工場を

平成23年４月11日より３ヶ月間のみ再開いたしました。 

  

(6) 使用人の状況（平成24年３月31日現在）   

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数 

90(42) 名 △7（8）名 44.6歳 16.6年 
  
（注） 使用人数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（ ）内に年間の平均人員を外数で

記載しております。 

  

(7) 主要な借入先の状況（平成24年３月31日現在）   
借 入 先 借 入 額 

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 300,000千円 

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 200,000 

株 式 会 社 り そ な 銀 行 100,000 
  

  

(8) その他の現況に関する重要な事項 

該当事項はありません。 
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２．株式の状況（平成24年３月31日現在） 

(1) 発行可能株式総数 28,824,000株

(2) 発行済株式の総数 9,320,400株

(3) 株主数 1,057名

(4) 大株主（上位10名）   

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率 

三 菱 商 事 株 式 会 社 1,187千株 15.41％ 

日本スパンクリート機械株式会社 1,094 14.19 

鈴 木 金 属 工 業 株 式 会 社 608 7.89 

村 山 典 子 500 6.49 

村 山 知 子 471 6.12 

遠 山 偕 成 株 式 会 社 304 3.95 

東 プ レ 株 式 会 社 210 2.73 

株 式 会 社 紀 文 食 品 201 2.62 

日 本 パ ー カ ラ イ ジ ン グ 株 式 会 社 129 1.68 

ｿｼｴﾃ ｼﾞｪﾈﾗﾙ ｴﾇｱｰﾙｴｲ ｴﾇｵｰﾃﾞｲﾃｲﾃｲ 120 1.56 
  
（ 注 ）  持 株 比 率 は 自 己 株 式 （ 1,611,861 株 ） を 控 除 し て 計 算 し て お り ま す 。
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３．新株予約権等の状況 

当社役員が保有している新株予約権の状況（平成24年３月31日現在） 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権 

平成17年６月28日第43回定時株主総会決議（特別決議）  

平成17年７月14日開催の取締役会決議 

・新株予約権の数 

6個（新株予約権１個につき2,000株） 

・新株予約権の目的である株式の種類及び数 

普通株式 12,000株

・新株予約権の発行価額 

無償 

・新株予約権の行使に際しての権利行使価額 

１個当たり 1,000円（１株当たり 0.5円） 

・新株予約権の行使に際して株式を発行する場合における増加する資本金

及び資本準備金に関する事項 

資本金 １個当たり 500円（１株当たり 0.25円） 

資本準備金 １個当たり 500円（１株当たり 0.25円） 

・新株予約権を行使することができる期間 

平成17年８月１日から平成32年８月31日まで 

・新株予約権の行使の条件 

１．対象者は、新株予約権を割当てられた時に就任していた取締役を退

任したときに限り、新株予約権を行使することができる。ただし、

この場合、対象者は、対象者が上記の取締役を退任した日の翌日

（以下「権利行使開始日」という。）から当該権利行使開始日より

10日を経過する日までの間に限り、新株予約権を行使することがで

きる。 

２．対象者は、新株予約権を質入れ、その他一切の処分をすることがで

きない。 

３．対象者が死亡した場合、対象者の相続人のうち、対象者の配偶者、

子、１親等の直系尊属に限り新株予約権を行使することができる。

ただし、相続人は、当該取締役が死亡退任した日の翌日から３ヶ月

を経過する日までの間に限り、新株予約権を行使できる。 

４．この他の権利行使の条件は、株主総会決議および取締役会決議に基

づき、当社と新株予約権の割当を受けた者との間で締結する新株予

約権付与契約書の定めるところによる。 

・当社役員の保有状況   

区 分 新株予約権の数 目的である株式の数 保 有 者 数 

取 締 役 
（社外取締役を除く） 6個 12,000株 １名 
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４．会社役員の状況 

(1) 取締役及び監査役の状況（平成24年３月31日現在） 
  

会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況 

代 表 取 締 役 社 長 齊 藤 建 次  総括・営業本部長委嘱 

常 務 取 締 役 村 山 典 子
営業・内部監査・品質保証室管掌 
営業副本部長委嘱 

常 務 取 締 役 飯 牟 礼    聡 生産・総務・企画管掌 
企画室長委嘱 

取 締 役 坪 井 正 規
日本スパンクリート機械株式会社
代 表 取 締 役 社 長 
富士平工業株式会社 会長 

取 締 役 分 藤  潔
鈴木金属工業株式会社 
常務取締役 営業総括・海外営
業・建材販売担当 

取 締 役 大 野 浩 司
三菱商事株式会社 
資材本部住宅資材ユニット セメ
ントチームリーダー 

常 勤 監 査 役 加 戸 貞 之   

監 査 役 阿 部 裕 三 東京綜合法律事務所弁護士 

監 査 役 森  康 裕   

  
（注）１．取締役のうち坪井正規氏、分藤潔氏及び大野浩司氏の３氏は、社外取締役でありま

す。 

２．監査役阿部裕三氏及び監査役森康裕氏の２氏は、社外監査役であります。 

３．監査役森康裕氏は、大阪証券取引所から確保が義務付けられた独立役員として同取引

所に届け出ております。 

４．平成23年６月24日開催の第49回定時株主総会終結の時をもって、監査役 森田巌氏は

辞任により退任いたしました。  

  

(2) 取締役及び監査役に支払った報酬等の総額   
区 分 支 給 人 員 支 給 額 

取 締 役 4名 46,340千円 

監 査 役
（う  ち  社  外  監  査  役）

5 
(3) 

10,794 
(5,802) 

合 計 9 57,134 
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（注)１．取締役の「支給人員及び支給額」には平成23年６月24日開催の第49回定時株主総会終

結の時をもって退任した取締役１名に係る報酬が含まれております。 

     ２．監査役の「支給人員及び支給額」には平成23年６月24日開催の第49回定時株主総会終

結の時をもって退任した監査役２名に係る報酬が含まれております。 

     ３．社外取締役３名については、無報酬であるため「支給人員及び支給額」に含まれてお

りません。 

     ４．取締役の報酬限度額は、昭和63年７月30日開催の臨時株主総会において月額20百万円

以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。 

５．監査役の報酬限度額は、昭和63年７月30日開催の臨時株主総会において月額２百万円

以内と決議いただいております。 

  

(3) 社外役員に関する事項 

① 他の法人等の重要な兼務の状況及び当社と当該他の法人等との関係 

・取締役坪井正規氏は、日本スパンクリート機械株式会社の代表取締役社

長及び富士平工業株式会社会長であります。日本スパンクリート機械株

式会社は当社の大株主であります。なお、富士平工業株式会社との間に

は特別な関係はありません。 

・取締役分藤 潔氏は、鈴木金属工業株式会社 常務取締役 営業総括・海

外営業・建材販売担当であります。同社は当社の大株主であり、重要な

資材仕入先であります。 

・取締役大野浩司氏は、三菱商事株式会社 資材本部 住宅資材ユニット 

セメントチームリーダーであります。同社は当社の筆頭株主であり、同

社100％子会社三菱商事建材株式会社が当社の総販売代理店でありま

す。 
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② 当事業年度における主な活動状況   

  主 な 活 動 内 容 

取締役 坪井 正規 当事業年度開催の取締役会14回うち11回に出席し、議案審議等に必
要な発言を適宜行っております。 

取締役 分藤  潔 当事業年度開催の取締役会14回全てに出席し、議案審議等に必要な
発言を適宜行っております。 

取締役 大野 浩司 平成23年６月24日就任後開催の取締役会11回うち10回に出席し、議
案審議等に必要な発言を適宜行っております。 

監査役 阿部 裕三 
当事業年度開催の取締役会14回うち13回に出席し、また、当事業年
度開催の監査役会８回全てに出席し、議案審議等に必要な発言を適
宜行っております。  

監査役 森  康裕 
平成23年６月24日就任後開催の取締役会11回全てに出席し、また、
監査役会７回うち６回に出席し、議案審議等に必要な発言を適宜行
っております。 

  

５．会計監査人の状況 

(1) 名称 新日本有限責任監査法人 

  

(2) 報酬等の額  

① 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 17,200千円

② 当社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 17,200千円

（注） 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品

取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区

分できませんので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載し

ております。 

(3) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針 

取締役会は、当該会計監査人の独立性及び審査体制その他の会計監査人の

職務の遂行に関する事項の整備状況などを特に考慮し、監査役会と綿密な連

携をとりつつ、解任又は不再任の決定を行うことといたします。 

また、監査役会は、当該会計監査人が会社法第340条各号の他、会計監査

人の独立性及び審査体制その他の会計監査人の職務の遂行に関する事項の整

備状況などを特に考慮し、取締役会とも連携をとりつつ、解任又は不再任の

決定につき厳密かつ総合的に判断することといたします。 
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６．業務の適正を確保するための体制 

当社は企業倫理とコンプライアンスの重要性を認識し、経営の透明性・公正

性を図り、企業価値の向上と社会から信頼される企業の実現を目指すととも

に、関連法規を遵守し、業務の有効性・効率性、財務報告の信頼性を高めるべ

く、内部統制システムを適切に運用しております。取締役の職務の執行が法令

及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を

確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。 

① 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制 

・当社の経営管理体制は、「取締役会」、「監査役会」、「会計監査人」

で構成する。 

・「取締役会」は、法令及び定款に定めるもののほか、「取締役会規定」

に基づき運営する。 

・取締役は、担当職務を執行し、その状況を「取締役会」に報告するとと

もに、他の取締役の職務執行について、法令及び定款への適合性を相互

に監視する。 

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

・各種情報は、法令等に定めるもののほか、「内部情報管理規定」を遵守

し管理する。 

・取締役会議事録等の各種文書は、「文書管理規定」に基づき適切に作成

し保管する。 

・財務情報や経営上の重要な情報開示についても、情報管理責任者の下で

各種法令、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）の指導等を勘

案の上適宜・適切に実行する。 

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

・取締役及び各部門長は、法令遵守、事故、防災、安全衛生、品質管理、

情報管理等の想定し得る業務上のリスクに関するリスクマネジメント活

動を行う。 

・「拡大常務会」の中に分科会として「リスクマネジメント委員会」を設

置し、当該委員会が、リスクマネジメント活動の状況把握と評価を行う

とともに、重要事項については「取締役会」に報告する。 

・経営に重大な影響を及ぼす不測の事態が発生した場合は、社長を本部長

とする「危機管理本部」を直ちに招集し、迅速に対応する。 
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④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

・「取締役会」は、迅速、正確な経営情報の把握と機動的な意思決定を図

るべく少数取締役で構成し、毎月１回の定時取締役会に加え、必要に応

じて「臨時取締役会」を適宜開催する。 

・経営計画や設備投資等の重要な事項については、「取締役会」に付議す

る前に、「常務会」及び取締役と幹部社員で構成する「拡大常務会」等

の会議体の場で十分審議する。 

・業務執行については、「職制規定」、「職務権限規定」に基づき権限・

責任を明確化し適宜・適切に遂行する。 

  

⑤ 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制 

・全ての役職員が、当社の「企業理念」、「企業行動指針」に基づき経営

の理念や方針を共有するとともに、「企業倫理規範」を業務運営におけ

る判断の基準とする。 

・取締役及び幹部社員は、法令、社内規定、業務方針等を社員に対し周

知・徹底する。 

・社員は、法令及び社内諸規定を遵守し、適正に職務を遂行する義務を負

う。また、違法行為等は就業規則に則り制裁する。 

・当社として反社会的勢力との如何なる係りをも遮断すべく、全ての役職

員は「企業倫理規範」第７項の「反社会的な勢力・団体・個人への利益

供与等の禁止」を遵守し、その遂行状況を取締役及び幹部社員は注視す

る。 

・内部監査については、代表取締役直轄の内部監査室が厳正中立の立場で

各業務部門の業務監査を実施し、法令及び定款に定めるもののほか、社

内の諸規定遵守の観点に基づき適切な指摘・指導を行うとともに、代表

取締役に対し、その結果と改善方向について報告する。 

  

⑥ 当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業

務の適正を確保するための体制 

・当社及び子会社は、事業戦略を共有化し、一体経営を行うとともに、当

社と子会社との間で、内部統制・リスクマネジメントに関する情報の共

有化や施策の共通化を図る。 

・当社の監査役及び内部監査室は、子会社の業務監査を行い、当社の代表

取締役及び子会社の代表取締役に対し、内部統制システムの機能状況を

報告し、必要に応じ改善を求める。 
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⑦ 監査役の監査に関する体制 

・監査役より、監査役の職務を補助すべき使用人を置くことを求められた

場合には、その使用人の人事に関する事項は監査役会との協議により決

定する。 

・取締役及び幹部社員は監査役監査において、職務執行の状況、経営に影

響を及ぼす重要事項等について、監査役に適宜・適切に報告する。 

・監査役は、業務監査を行い、その結果を代表取締役に報告するととも

に、内部統制システムの機能状況等を監査し経営上の重要課題につき関

係取締役と意見交換する。 

・監査役は「取締役会」に加え、「拡大常務会」等の重要な会議に出席

し、コンプライアンス遵守の観点から必要に応じて意見陳述を行う。 

  

  ⑧ 内部統制の変更・追加に関する体制 

   ・内部統制に変更・追加等が発生した場合は、別に定める内規に基づき遅 

    滞なく手続を行う。 
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貸 借 対 照 表 

（平成24年３月31日現在） 
（単位：千円）  

資 産 の 部 負 債 の 部 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受 取 手 形 

売 掛 金 

完成工事未収入金 

有 価 証 券 

商 品 及 び 製 品 

仕 掛 品 

未 成 工 事 支 出 金 

原材料及び貯蔵品 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

構 築 物 

機 械 及 び 装 置 

車 両 運 搬 具 

工具,器具及び備品 

土 地 

リ ー ス 資 産 

建 設 仮 勘 定 

無 形 固 定 資 産 

ソ フ ト ウ ェ ア 

電 話 加 入 権 

ソフトウェア仮勘定 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

差 入 保 証 金 

保 険 積 立 金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金   

3,196,609

1,589,067

683,886

222,942

2,576

390,391

107,297

2,494

14,087

52,085

106,346

25,434

5,838,683

5,118,737

1,169,322

79,199

169,967

3,032

9,435

3,656,416

22,873

8,488

15,514

4,603

1,922

8,988

704,431

629,074

10,000

27,810

12,782

28,963

△4,200  

流 動 負 債 981,142 

買 掛 金 30,761 

工 事 未 払 金 72,396 

短 期 借 入 金 600,000 

リ ー ス 債 務 5,977 

未 払 金 38,090 

未 払 費 用 128,511 

未 払 法 人 税 等 16,521 

未 成 工 事 受 入 金 262 

賞 与 引 当 金 18,300 

工 事 損 失 引 当 金 13,250 

そ の 他 57,071 

固 定 負 債 842,242 

リ ー ス 債 務 17,939 
再評価に係る繰延税金負

債 607,640 

長 期 未 払 金 62,117 

預 り 敷 金 154,545 

負 債 合 計 1,823,385 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本 6,813,039 

資 本 金 3,295,900 

資 本 剰 余 金 3,696,670 

資 本 準 備 金 1,061,307 

その他資本剰余金 2,635,362 

利 益 剰 余 金 191,036 

その他利益剰余金 191,036 

繰越利益剰余金 191,036 

自 己 株 式 △370,567 

評価・換算差額等 398,867 
その他有価証券評価差額

金 △9,505 

土地再評価差額金 408,373 

純 資 産 合 計 7,211,907 

資 産 合 計 9,035,292 負 債 純 資 産 合 計 9,035,292 
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損 益 計 算 書 

(平成23年４月１日から
平成24年３月31日まで) 

  
（単位：千円）  

科 目 金 額 

売 上 高 3,136,467 

売 上 原 価 2,390,718 

売 上 総 利 益 745,749 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 497,077 

営 業 利 益 248,672 

営 業 外 収 益 54,499 

受 取 利 息 1,146 

有 価 証 券 利 息 15,034 

受 取 配 当 金 8,234 

投 資 有 価 証 券 売 却 益 7,388 

仕 入 割 引 9,879 

保 険 返 戻 金 6,283 

雑 収 入 6,531 

営 業 外 費 用 16,315 

支 払 利 息 7,332 

投 資 事 業 組 合 運 用 損 2,067 

休 止 固 定 資 産 減 価 償 却 費 5,425 

雑 損 失 1,490 

経 常 利 益 286,855 

特 別 利 益 6,882 

投 資 有 価 証 券 売 却 益 6,650 

固 定 資 産 売 却 益 232 

特 別 損 失 16,853 

投 資 有 価 証 券 評 価 損 14,143 

固 定 資 産 除 却 損 2,710 

税 引 前 当 期 純 利 益 276,884 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 6,644 

法 人 税 等 調 整 額 △106,346 

当 期 純 利 益 376,585 
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株主資本等変動計算書 

(平成23年４月１日から
平成24年３月31日まで) 

  
（単位：千円）  

  

株 主 資 本 

資本金 

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 

自己株式 株主資本合計 
資本準備金

そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計

その他利益
剰余金 利益剰余金合

計 
繰越利益剰余

金

平成23年４月１日 残高 3,295,896 1,061,304 2,635,362 3,696,666 △185,549 △185,549 △370,567 6,436,446 

事業年度中の変動額          

新株予約権の行使
による新株の発行

3 3   3   7 

当期純利益         376,585 376,585   376,585 

土地再評価差額
金 の 取 崩

          

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額(純額)

                

事業年度中の変動額合計 3 3 － 3 376,585 376,585 － 376,592 

平成24年３月31日 残高 3,295,900 1,061,307 2,635,362 3,696,670 191,036 191,036 △370,567 6,813,039 
  
  

  
評 価 ・ 換 算 差 額 等 

純 資 産 合 計 
その他有価証券評価差額金 土 地 再 評 価 差 額 金 評価・換算差額等合計

平成23年４月１日 残高 △15,890 322,103 306,212 6,742,659 

事業年度中の変動額         

新株予約権の行使
による新株の発行

      7 

当期純利益       376,585 

土地再評価差額
金 の 取 崩

  86,269 86,269 86,269 

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額(純額)

6,385   6,385 6,385 

事業年度中の変動額合計 6,385 86,269 92,655 469,248 

平成24年３月31日 残高 △9,505 408,373 398,867 7,211,907 
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個別注記表 

  

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記  

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

① 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法 

② その他有価証券 

・時価のあるもの 事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

・時価のないもの 移動平均法による原価法 

  なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合へ

の出資（金融商品取引法第２条第２項により有価証券

とみなされるもの）については、組合契約に規定され

る決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎

とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっており

ます。 

③ デリバティブ 時価法 

④ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

・製品・原材料・仕掛品 総平均法による原価法 

・未成工事支出金 個別法による原価法 

・貯蔵品 最終仕入原価法による原価法 

（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

（リース資産を除く） 

定率法によっております。ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（建物附属設備を除く。）につい

ては定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物及び構築物 15年～43年 

機械及び装置 ９年 
  

② 無形固定資産 

（リース資産を除く） 

・自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法に

よっております。 

 ③ リース資産 

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３

月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理に

よっております。   
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(3) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。 

(4) 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金 従業員の賞与金の支払に備えて、賞与支給見込額の当

期負担額を計上しております。 

③ 役員賞与引当金 役員賞与の支出に備えて、当事業年度における支給見

込額に基づき計上しております。 

なお、当事業年度においては、役員賞与の支給をしな

いこととしたため、引当計上しておりません。 

④ 工事損失引当金 受注工事等に係る将来の損失に備えるため、当事業年

度末手持工事等のうち、損失発生の可能性が高く、か

つ、その金額を合理的に見積ることができる工事等に

ついて、翌期以降の損失見込額を計上しております。   
(5) 収益及び費用の計上基準 

  

  

  

完成工事高及び完成工事原価の計上基準  

イ.当事業年度末までの進捗部分について成果の確実

性が認められる工事 

  工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例

法） 

ロ.その他の工事  

  工事完成基準 

(6) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処理の

要件を満たしている金利スワップについては特例処理

によっております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段…金利スワップ 

  ヘッジ対象…借入金 

③ ヘッジ方針 金利リスクの低減並びに金融収支改善のため、対象債

務の範囲内でヘッジを行っております。   
④ ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間におい

て、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計を比較

し、両者の変動額等を基礎にして判断しております。

ただし、特例処理によっている金利スワップについて

は有効性の評価を省略しております。   
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(7) その他計算書類作成のための基本となる事項 

消費税等の会計処理 税抜方式を採用しております。 

  

２．追加情報 

会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用 

当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変

更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会

計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 

平成21年12月４日）を適用しております。 

  

３．貸借対照表に関する注記 

 (1) 担保に供している資産 

建物及び構築物 243,152千円

機械及び装置 168千円

土地 2,293,286千円

計 2,536,606千円

上記の物件は、短期借入金330,000千円の担保に供しております。  

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 3,030,385千円

(3) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。 

① 短期金銭債権 1,600千円

② 長期金銭債権 4,840千円

③ 短期金銭債務 320千円

(4) 土地再評価法に基づく土地の再評価 

 「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の

土地の再評価を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。 

再評価の方法 

「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第

３号に定める固定資産税評価額による算出 

再評価を行った年月日 平成14年３月31日

再評価を行った土地の期末 
における時価と再評価後の 
帳簿価額との差額  

 △864,207千円

  

４．損益計算書に関する注記 

(1) 関係会社との取引高 

 営業取引以外の取引高 332千円
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５．株主資本等変動計算書に関する注記 

(1) 発行済株式の総数に関する事項   

株 式 の 種 類 前事業年度末の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数 

普 通 株 式 9,306千株 14千株 －千株 9,320千株 
  
（注） 発行済株式の増加は、新株予約権の行使による増加分であります。 

(2) 自己株式の数に関する事項   

株 式 の 種 類 前事業年度末の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数 

普 通 株 式 1,611千株 －千株 －千株 1,611千株 
  
(3) 剰余金の配当に関する事項 

① 配当金支払額等 

該当事項なし 

② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの 

平成24年６月22日開催の定時株主総会において、次の決議を予定しております。   
・配当金の総額 38,542千円 

・配当金の原資 利益剰余金 

・１株当たり配当額 ５円 

・基準日 平成24年３月31日 

・効力発生日 平成24年６月25日 

(4) 当事業年度末日における新株予約権に関する事項 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権 

平成17年６月28日第43回定時株主総会決議（特別決議）   

  平 成 1 7 年 ７ 月 1 4 日 取 締 役 会 決 議 分 

目 的 と な る 株 式 の 種 類 普通株式 

目 的 と な る 株 式 の 数 12,000株 

新 株 予 約 権 の 残 高 6個 
  
  



－ 22 － 

６．税効果会計に関する注記 

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（単位：千円） 

繰延税金資産（流動）   

未払事業税 3,723

工事未払金 2,749

賞与引当金 7,881

工事損失引当金 5,024

その他有価証券評価差額金 3,387

繰越欠損金 86,966

繰延税金資産（流動）小計 109,733

繰延税金資産（固定）   

長期未払金 1,893

ゴルフ会員権評価損 8,781

土地評価損 6,428

減損損失 58,032

繰越欠損金 87,672

その他 583

繰延税金資産（固定）小計 163,391

繰延税金資産合計 273,125

評価性引当額 △166,778

繰延税金資産合計 106,346

繰延税金資産の純額 106,346

  

 (2) 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する

法律」（平成23年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するた

めに必要な財源の確保に関する特別措置法」（平成23年法律第117号）が平成23年12月２日

に公布され、平成24年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率の引下げ及び復興特別

法人税の課税が行われることとなりました。 

これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の

40.7％から平成24年４月１日に開始する事業年度から平成26年４月１日に開始する事業年度

に解消が見込まれる一時差異等については38.0％に、平成27年４月１日に開始する事業年度

以降に解消が見込まれる一時差異等については35.6％となります。 

この税率変更により、繰延税金資産は7,526千円減少し、法人税等調整額が同額増加して

おります。 

また、再評価に係る繰延税金負債は86,269千円減少し、土地再評価差額金が同額増加して

おります。 
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７．リースにより使用する固定資産に関する注記 

貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器、ソフトウェア等の一部については、所

有権移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年３

月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ており、その内容は以下のとおりであります。 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額   

  取 得 価 額 相 当 額 減価償却累計額相当額 期 末 残 高 相 当 額 

工具、器具及び備品 6,099千円 5,387千円 711千円 

ソ フ ト ウ ェ ア 11,328 10,256 1,072 

合 計 17,428 15,643 1,784 
  
(2) 未経過リース料相当額 

１年内 2,063千円

１年超 －千円

合計 2,063千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

支払リース料 3,832千円

減価償却費相当額 3,485千円

支払利息相当額 120千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

(5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方

法については、利息法によっております。 

  

８．金融商品に関する注記 

  (1) 金融商品の状況に関する事項 

   ① 金融商品に対する取組方針 

 設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達しております。一時

的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入

により調達しております。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用し

ており、投機的な取引は行わない方針であります。 

② 金融商品の内容及びそのリスク 

 営業債権である受取手形、売掛金及び完成工事未収入金は、顧客の信用リスクに晒

されております。 
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 有価証券及び投資有価証券は、主にその他有価証券及び業務上の関係を有する企業

の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。また、関係会社に対し長

期貸付を行っております。 

 営業債務である買掛金及び工事未払金は、そのほとんどが１ｶ月以内の支払期日で

あります。 

 借入金は、主に運転資金を目的としたものであります。 

 デリバティブ取引は、当事業年度は行っておりません。なお、ヘッジ会計に関する

ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性評価の方法等については、前

述の重要な会計方針「(6)重要なヘッジ会計の方法」をご参照ください。 

③ 金融商品に係るリスク管理体制 

イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

 当社は、稟議書「取引与信限度額設定許可申請書」等に従い、営業債権及び長期

貸付金について、営業部及び総務部が主要な取引先の状況を定期的にモニタリング

し、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による

回収懸念の早期把握や軽減を図っております。子会社についても、同様の管理を行

っております。 

 デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関に限定して

いるため信用リスクはほとんどないと認識しております。 

ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

 有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の

財務状況等を把握し、また、満期保有目的の債券以外のものについては、市況や取

引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。 

 デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた

管理規程に従い、担当部署が決裁担当者の承認を得て行っております。 

ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の

管理  

 当社は、月次決算の資料に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新する

とともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。 

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明  

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合

理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を

織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動す

ることがあります。 

⑤ 信用リスクの集中 

当事業年度の末日現在における営業債権のうち90.6％が、特定の大口顧客である

三菱商事建材㈱に対するものであります。 
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(2) 金融商品の時価等に関する事項 

 平成24年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次のとおりです。なお時価を把握することが極めて困難と認められるものは、

次表には含まれていません。（（注）２．参照） 

 （単位：千円） 

  貸借対照表計上額 
(千円) 時価(千円) 差額（千円） 

  
（1）現金及び預金 
  
（2）受取手形 
  
（3）投資有価証券  
  

1,589,067

683,886

482,959

1,589,067

683,886

482,959

－ 
 

－ 
 

－ 
 

  
 資産計 
  

2,755,913 2,755,913 － 
 

  
（1）短期借入金 
  

600,000 600,000 － 
 

  
 負債計 
  

600,000 600,000 － 
 

（注）１．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項 

資 産  

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形 

 これらは短期的で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似しているこ

とから、当該帳簿価額によっております。 

(3) 投資有価証券 

 これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格

又は取引金融機関等から提示された価格によっております。 

   

負 債  

(1) 短期借入金 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当

該帳簿価額によっております。 
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２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

区分  貸借対照表計上額（千円）  

非上場株式 72,220

投資事業組合出資金 73,894

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認め

られることから、「(4)投資有価証券」には含めておりません。 

３．金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 

  
１年以内

  (千円） 

１年超 
５年以内

 (千円）

５年超 
10年以内

 (千円）

10年超 
 (千円） 

現金及び預金 1,588,537 － － －  

受取手形 683,886 － － －  

有価証券及び投資有価証券      

その他有価証券のうち

満期があるもの 
－ － － －  

合計 2,272,424 － － －  

  

９．賃貸等不動産に関する注記 

(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項 

当社では、東京都その他の地域において、賃貸収益を得ることを目的として賃貸用のオフ

ィスビル（土地を含む。）や賃貸駐車場等を有しております。平成24年３月期における当該

賃貸等不動産に関する賃貸損益は133,896千円（賃貸収益は売上高に、主な賃貸費用は売上

原価、販売費及び一般管理費に計上）であります。 



－ 27 － 

(2) 賃貸等不動産の時価に関する事項  

（単位：千円）  

貸借対照表計上額  
当事業年度末の時価 

前事業年度末残高 当事業年度増減額 当事業年度末残高 

1,657,099 931,034 2,588,134 3,025,785 

（注）１．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金

額であります。 

２．当事業年度増減額のうち、主な増加額は固定資産の取得・異動（964,203千円）であ

り、主な減少額は減価償却費（33,168千円）であります。 

３．当事業年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定

評価書に基づく金額、その他の物件については「固定資産税評価額」に基づいたみなし

時価による金額であります。ただし、第三者からの取得時や直近の評価時点から、一定

の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標に重要な変動が生じていな

い場合には、当該評価額や指標を用いて調整した金額によっております。  

  

10．関連当事者との取引に関する注記 

兄弟会社等   

属 性
会 社 等
の 名 称 

資 本 金 
又 は 
出 資 金 
( 千 円 ) 

事 業 の
内 容
又は職業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関 係 内 容
取 引 の
内 容

取引金額
( 千 円 )

科 目 期末残高 
（千円） 役員の

兼任等
事業上
の関係

主要株主（会
社等）が議決
権の過半数を
所有している
会社等（当該
会社等の子会
社を含む） 

三菱商事 
建 材 ㈱ 500,000 建材商社 なし なし

当社製品
の販売及
び同製品
の工事請
負並びに
原材料の
購入 

製品の販
売及び同
製品の工
事請負 

2,667,384

受取手形 661,563 

売 掛 金 162,188 

未払費用 468 
原材料の
購入 298,977 買 掛 金 13,498 

  
（注） 取引条件及び取引条件の決定方針等 

１．製品の販売及び同製品の工事請負については、市場価格、総原価を勘案して当社希望

価格を提示し、その都度交渉の上、決定しております。 

２．上記の金額のうち取引金額は消費税等を含めず、期末残高は消費税等を含めて表示し

ております。 

  

11．１株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額 935円57銭

(2) １株当たり当期純利益                    48円87銭
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会計監査人の会計監査報告 
  

  独立監査人の監査報告書   

  平成24年５月９日  

  株式会社スパンクリートコーポレーション   

  取締役会 御中   

  新日本有限責任監査法人   

  

指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員 

公認会計士 小 森 幹 夫 ㊞

指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員 

公認会計士 髙 橋 幸 毅 ㊞
  

  

  当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ス

パンクリートコーポレーションの平成23年４月１日から平成24年３月31日ま

での第50期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主

資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行っ

た。 

  

計算書類等に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することに

ある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びそ

の附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統

制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場

から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監

査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書

に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査

計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 
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  監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監

査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断

により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示

のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の

有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク

評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算

書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す

る。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経

営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附

属明細書の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手した

と判断している。 

  

監査意見 

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一

般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びそ

の附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。 

以 上 
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監査役会の監査報告 
  

  監 査 報 告 書   

   当監査役会は、平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第50期事業年度の取締役の

職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき,審議の上、本監査報告書を

作成し、以下のとおり報告いたします。 

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 

 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果

について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報

告を受け、必要に応じて説明を求めました。 

 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等

に従い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の

環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等

からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類

等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。ま

た、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保

するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施

行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当

該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等

からその構築及び運用の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明

いたしました。 

 子会社については、子会社の取締役と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子

会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及

びその附属明細書について検討いたしました。 

 さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視

及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に

応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確

保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管

理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、

必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書につ

いて検討いたしました。 
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２．監査の結果 

(1) 事業報告等の監査結果 

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示し

ているものと認めます。 

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な

事実は認められません。 

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、

当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行につ

いても、指摘すべき事項は認められません。 

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果 

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

  

  平成24年５月14日   

  株式会社スパンクリートコーポレーション 監査役会   

  

常勤監 査役 加 戸 貞 之 ㊞

監 査 役 阿 部 裕 三 ㊞

監 査 役 森  康 裕 ㊞
  

  

  
（注）監査役 阿部裕三及び監査役 森 康裕は、会社法第２条第16号及び第335条第３項

に定める社外監査役であります。 
  

  
以 上
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株主総会参考書類  

  

議案及び参考書類 

  第１号議案 剰余金処分の件 

   剰余金処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。 

   期末配当に関する事項 

     期末配当につきましては、企業体質の強化と今後の事業展開への備え 

    を図りつつ、業績及び配当性向等を総合的に勘案し、株主の皆様のご期 

    待にお応えするべく安定的かつ継続的な配当の実績を基本方針としてお 

    ります。 

     第50期の期末配当につきましては、業績結果及び配当原資を勘案の 

    上、以下のとおりとさせていただきたいと存じます。 

    ① 配当財産の種類 

      金銭といたします。 

    ② 配当財産の割当てに関する事項及びその総額 

      当社普通株式１株につき金５円といたしたいと存じます。 

      なお、この場合の配当総額は38,542,695円となります。 

    ③ 剰余金の配当が効力を生じる日 

      平成24年６月25日 
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第２号議案 取締役６名選任の件 

 取締役全員（６名）は、本株主総会終結の時をもって、任期満了となりま

すので、改めて取締役６名の選任をお願いするものであります。 

取締役候補者は、次のとおりであります。   

候補者 
番 号 

氏 名 
（ 生 年 月 日 ） 

略歴、当社における地位、担当 
（重要な兼職の状況） 

所有する当社
の 株 式 数 

1 
  

さいとう けんじ 
齊 藤 建 次 
(昭和21年７月31日生) 

昭和45年10月 当社入社 
平成８年12月 当社営業第二部長 
平成11年１月 当社営業部長 
平成11年６月 当社取締役営業部長就任 
平成15年６月 当社常務取締役就任 
平成22年６月 当社代表取締役社長就任 
       （現任） 
  同年７月 営業本部長  
       （現在に至る） 

43,500株 

2 
  

むらやま のりこ 
村 山  典 子 
(昭和40年12月１日生) 

平成７年５月 当社入社 
平成16年10月 当社業務部長兼企画室長 
平成19年６月 当社取締役業務部長兼企画室

長就任 
平成20年６月 当社常務取締役就任（現任） 
平成22年７月 当社営業副本部長及び内部監

査室管掌（現任） 
平成23年６月 当社品質保証室管掌  
       （現在に至る）   

500,300株 

3 
  

いいむれ さとし 
飯 牟 礼  聡 
(昭和28年３月23日生) 

昭和50年４月 三菱商事㈱入社 
平成３年３月 カナダ三菱商事会社バンクー

バー支店 木材部長 
平成10年２月 三菱商事㈱ 東京本店 木材

第一部 
平成11年７月 同社九州支社 資材チームリ

ーダー 
平成13年５月 同社 東京本店 

木材第一部 
平成15年１月 ケープフラッタリー・シリカ

鉱山㈱社長 
平成21年４月 当社入社 営業部長 
  同年６月 当社取締役就任 
平成22年６月 当社常務取締役就任 
       生産･総務･企画管掌（現任） 
  同年７月 当社企画室長 

（現在に至る）  

5,100株 

  



－ 34 － 

  

候補者 
番 号 

氏 名 
（ 生 年 月 日 ） 

略歴、当社における地位、担当 
（重要な兼職の状況） 

所有する当社
の 株 式 数 

4 
  

つ ぼ い  ま さ き 
坪 井 正 規 
(昭和18年10月15日生) 

昭和45年５月 富士平工業㈱入社 

昭和55年２月 同社取締役就任 

昭和60年12月 同社専務取締役就任 

平成８年12月 同社取締役副社長就任 

平成８年12月 日本スパンクリート機械㈱代

表取締役社長就任（現任） 

平成10年２月 富士平工業㈱代表取締役社長

就任 

平成20年６月 当社取締役就任(現任) 

平成20年11月 富士平工業㈱会長就任 

（現在に至る） 

（重要な兼職の状況） 

日本スパンクリート機械㈱代

表取締役社長 

富士平工業㈱会長  

 
－株 

5 
  

ぶんどう きよし 
分 藤  潔 
(昭和28年11月27日生) 

昭和51年４月 新日本製鐵㈱入社 

平成10年12月 同社エネルギー営業部都市ガ

スパイプライン営業グループ

リーダー 

平成13年４月 鈴木金属工業㈱出向営業本部 

平成14年６月 同社営業本部営業総括部担当

部長 

平成16年６月 同社営業総括部長 

平成19年６月 同社執行役員 営業総括部担

当 

平成20年２月 同社執行役員 輸出部長兼 

営業総括部担当 

平成21年６月 当社取締役就任(現任) 

平成23年６月 鈴木金属工業㈱常務取締役 

営業総括・海外営業・建材販

売担当 

（現在に至る） 

（重要な兼職の状況） 

鈴木金属工業㈱常務取締役 

営業総括・海外営業・建材販

売担当  

－株 
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候補者 
番 号 

氏 名 
（ 生 年 月 日 ） 

略歴、当社における地位、担当 
（重要な兼職の状況） 

所有する当社
の 株 式 数 

6 
  

お お の  こ う じ 
大 野 浩 司 
(昭和42年８月28日生) 

平成２年４月 三菱商事㈱入社 

平成14年４月 英国ＭＣＳＩ社出向 

平成16年８月 英国三菱商事会社出向 

平成18年４月 三菱商事㈱生活産業グループ

ＣＥＯオフィス 

平成22年９月 同社資材本部住宅資材ユニッ

トセメントチームリーダー

（現任） 

平成23年６月 当社取締役就任 

       （現在に至る）  

       （重要な兼職の状況）  

       なし  

－株 

  
（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。 

２．坪井正規氏､分藤潔氏及び大野浩司氏の３名は、社外取締役候補者であります。 

３．坪井正規氏､分藤潔氏及び大野浩司氏の３名の社外取締役候補者としての選任理由は

以下のとおりであります。 

坪井正規氏は富士平工業㈱の会長及び日本スパンクリート機械㈱の代表取締役社長で

あります。日本スパンクリート機械㈱は当社第２位の大株主であり、同氏は経営者と

しての経験が豊富で、これまで培ってこられた知識・経験等を当社の経営に活かして

いただきたく、社外取締役として選任をお願いするものであります。 

分藤潔氏は鈴木金属工業㈱の常務取締役 営業総括・海外営業・建材販売担当であり

ます。鈴木金属工業㈱は当社第３位の大株主であり、同氏は、過去に社外役員となる

こと以外の方法で会社の経営に関与された経験はありませんが、これまで培ってこら

れた知識・経験等を当社の経営に活かしていただきたく、社外取締役として選任をお

願いするものであります。 

大野浩司氏は、三菱商事㈱資材本部住宅資材ユニットセメントチームリーダーであり

ます。同社は当社の筆頭株主であり、同社100％子会社三菱商事建材㈱が当社の総販

売代理店であります。同氏は過去に社外役員となること以外の方法で会社の経営に関

与された経験はありませんが、これまでの業務を通じて培ってこられた知識・経験等

を当社の経営に活かしていただきたく、社外取締役として選任をお願いするものであ

ります。  

４．坪井正規氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間

は、本総会終結の時をもって４年となります。 

  分藤潔氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間

は、本総会終結の時をもって３年となります。 

  大野浩司氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間

は、本総会終結の時をもって１年となります。 

                                             以 上 
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